
〇都市計画整合表（都市計画内容のチェックリスト） 

 

計画地：環状第二号線新橋・虎ノ門地区地区計画（Ⅳ街区） 

 

 

 
種類 名称 計画書の内容 今回の計画内容 正・誤 

主
要
な
公
共
施
設 

道路 

地区幹線道路 
幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

区画道路 
幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

公園 公園 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

緑地 緑地 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

広場 広場 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

そ
の
他
の
公
共
空
地 

緑地 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

広場 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

歩行者通路 
幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

歩道状空地 
幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

地
区
施
設 

道路 区画道路 
幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

公園 公園 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

緑地 緑地 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

広場 広場 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

そ
の
他
の
公
共
空
地 

緑地 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

広場 面積 約   ｍ 面積   ｍ  

歩行者通路 幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

歩道状空地 幅員     ｍ 

延長 約   ｍ 

幅員   ｍ 

延長   ｍ 

 

建築物等の 

用途の制限 

１ 建築物の地上１階で、

環状第二号線に面する部分

の主たる用途（エントラン

ス及び管理諸室等建築物の

共用の部分及び自動車車庫

その他用途上、やむを得な

１  敷地面積は

200 ㎡（250 ㎡未

満）であり適用除

外。なお、地上１

階で、環状第の号

線に面する部分の

正 

「主要な公共施設」又は「地区施設」が、 

①計画敷地内に存在しない場合又は 

②計画敷地に接していない場合は、 

 セルを削除してください。 

参考例 
※環状第二号線新橋・虎ノ門地区 

地区計画（Ⅳ街区）の場合 

 

計画書の内容を転記 



い部分は除く。）を、街並み

再生方針に示す物品販売業

を営む店舗、飲食店その他

にぎわいの創出に資する施

設以外の用途に供する建築

物は建築してはならない。

ただし、敷地面積が 250㎡未

満であるもの、敷地形状上

やむを得ないものについて

はこの限りでない。 

２ 風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法

律第２条第１項第４号及び

第５号並びに第５項のいず

れかの用に供する建築物

は、建築してはならない。 

主たる用途は、街

並み再生方針に示

す飲食店。 

２ 計画建物の用

途は、飲食店、事

務所で、左記の用

途に供するものは

ない。 

建築物の 

容積率の最高限度 
― 699.8％ 正 

建築物の 

容積率の最低限度 

〇〇分の〇〇 〇〇分の〇〇 

（〇〇〇％） 

 

建築物の 

建蔽率の最高限度 

〇〇分の〇 〇〇分の〇 

（〇〇〇％） 

 

建築物の 

敷地面積の最低限度 
― 200㎡ 正 

建築物の 

建築面積の最低限度 

〇〇〇〇㎡ 〇〇〇〇㎡  

壁面の位置の制限 

敷地面積 250 ㎡以上の敷

地における建築物の外壁又

はこれに代わる柱は、計画

図に示す壁面の位置の制限

を超えて建築してはならな

い。ただし、次の各号の一に

該当する建築物はこの限り

でない。 

１ 歩行者の安全性、快適

性を確保するために必要な

ひさし、その他これに類す

敷地面積は 200㎡

（250 ㎡以上の敷

地ではない）であ

り適用除外。なお、

建築物の外壁又は

これに代わる柱

は、計画図に示す

壁面線を超えて建

築していない。 

 

正 

計画建物の用途は、 

確認申請に記載の用途を記載してください。 

 

計画書に記載の無い項目は、セルを削除してください。 

計画書に記載の無い項目は、セルを削除してください。 



るもの 

２ 壁面緑化のための施設 

壁面後退区域における 

工作物の設置の制限 

 

 

 

 

 

建築物等の 

高さの最高限度 

建築物の高さ（建築基準法

施行令第２条第１項第６号

に定める高さとする。）の最

高限度は 80ｍとする。ただ

し、都市再生特別措置法第

36 条第 1 項の規定に基づく

都市再生特別地区の区域内

の建築物についてはこの限

りでない。 

高さ 60ｍ（建築基

準法施行令第２条

第１項第６号に定

める高さ） 

正 

建築物等の 

形態又は色彩その他の 

意匠の制限 

１ 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の色彩は、品格

と活力のある街並みの創出

に資するように配慮する。

特に環状第二号線に面する

建築物については、環状第

二号線側を正面とし、街路

樹等の緑が映えるような色

彩等の意匠とする。 

２ 屋外広告物は、街並み

や建築物との一体性に配慮

する。 

３ 環状第二号線に面して

自動車出入口を設けてはな

らない。ただし、敷地形状上

やむを得ないものについて

はこの限りでない。 

１ 建築物の外壁

及びこれに代わる

柱の色彩は、品格

と活力ある街並み

の創出に資する計

画としている。ま

た、環状第二号線

側に正面出入口を

配置し、街路樹等

の緑が映える色彩

の意匠としてい

る。 

２ 屋外広告物の

設置は計画してい

ない。 

３ 環状第二号線

に面して自動車出

入口を計画してい

ない。 

正 

 

 

計画書に高さの最高限度の起点がT.P

表記されている地区は、 

起点となる T.Pからの高さを記載 


